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〔
告

示
〕

〇
銀
行
法
第
二
十
六
条
第
一
項
及
び
金
融
機

関
の
信
託
業
務
の
兼
営
等
に
関
す
る
法
律

第
九
条
の
規
定
に
よ
り
、
信
託
銀
行
に
業

務
の
一
部
停
止
を
命
じ
た
件

（
金
融
庁
七
四
）

J

〇
石
油
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
等
特
別
防
災
区
域
に

係
る
区
域
の
指
定
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
総
務
・
経
済
産
業
四
）

K

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
四
四
二
）

〇
種
苗
法
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

き
品
種
登
録
し
た
件

（
農
林
水
産
二
三
二
五
）

L

〇
漁
港
の
指
定
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
二
三
二
六
）

N

〇
電
気
事
業
法
第
八
十
九
条
の
規
定
に
基
づ

き
、
登
録
調
査
機
関
の
登
録
の
更
新
を
し

た
件
（
経
済
産
業
二
三
七
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
国
土
交
通
一
一
六
七
、
一
一
六
八
）

〇
船
舶
安
全
法
の
規
定
に
基
づ
き
認
定
事
業

場
と
し
て
認
定
し
た
件

（
同
一
一
六
九
、
一
一
七
〇
）

O

〇
海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害
の
防
止
に
関

す
る
法
律
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し
た

件
（
同
一
一
七
一
）

O

〇
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律

第
十
五
条
の
四
の
四
第
一
項
の
産
業
廃
棄

物
の
無
害
化
処
理
に
係
る
認
定
の
申
請
が

あ
っ
た
件
（
環
境
一
五
六
、
一
五
七
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
三
八
一
〜
三
八
三
）

Q

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
登
録
住
宅
性
能
評
価
機

関
の
登
録
内
容
を
変
更
し
た
件

（
同
三
八
四
）

〔
人
事
異
動
〕

宮
内
庁

法
務
省

Q

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

Q

〔
皇
室
事
項
〕

R

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

争
議
行
為
の
通
知
の
公
表
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

R

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
静
岡
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
二
、
大
阪
同

六
）

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

国
土
調
査
法
に
基
づ
く
国
土
調
査
と
同
一
の

効
果
が
あ
る
も
の
と
し
て
の
指
定
の
公
告

（
農
林
水
産
省
）

R

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁犯

罪
被
害
財
産
支
給
手
続
開
始
決
定
関
係

J
I

裁
判
所

相
続
、
失
踪
、
除
権
決
定
、
破
産
、免
責
、

再
生
関
係

J
K

特
殊
法
人
等

平
成
二
十
三
年
度
裁
判
所
共
済
組
合
の
決

算
関
係

K
R

会
社
そ
の
他

L
I

˜
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